
  

 

 

 

 

 

令和６年 「障害者雇用状況等報告」の集計結果 

 

浦河公共職業安定所（所長 菅野 眞悟）では、このたび、令和６年「障害者雇用状況等報告」

（令和６年６月１日現在）の集計結果を取りまとめましたので、公表します。 

今回の集計結果は、「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づき、毎年６月１日現在の身体

障害者、知的障害者、精神障害者の雇用状況について、障害者の雇用義務のある事業主などに報告

を求め、それを集計したものです。 

 

 

 

【 民間企業（40.0 人以上規模の企業） 】（法定雇用率 2.5％） 

〇雇用障害者数は前年を上回るも、実雇用率は前年を下回る。 

〇法定雇用率達成企業の割合は 67.6％と、対前年比 12.4 ポイントの減少。 

 

【地方公共団体】（法定雇用率 2.8％） 

〇雇用障害者数、実雇用率ともに前年を上回る。 
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○ 集計企業数は 37社（前年より７社増加） 

○ 雇用率の算定基礎となる対象労働者数は 2,969.0 人（対前年比 11.0％（295 人）増加） 

○ 雇用されている障害者数は 97.5 人（対前年比 3.7％（3.5 人）増加） 

○ 実雇用率は 3.28％ （前年より 0.24 ポイント減少）  

○ 法定雇用率達成企業の割合は 67.6％（前年より 12.4 ポイント減少） 

 

 

【管内】（各年 6月 1日現在） 

    項目 

年 

集計企業の内訳 達成企業の

割合 

常用労働者数 

実雇用率 不足数 

計 達成 未達成 対象労働者数 障害者数 

令和 6年 37 25 12 67.6% 2,969.0 97.5 3.28% 22.0 

令和 5年 30 24 6 80.0% 2,674.0 94.0 3.52% 14.0 

令和 4年 18 15 3 83.3% 2,059.0 82.5 4.01% 7.0 

令和 3年 21 16 5 76.2% 2,151.0 62.0 2.88% 5.5 

令和 2年 22 16 6 72.7% 2,221.5 78.0 3.51% 5.5 

※「不足数」とは、法定雇用率を達成するために、現在雇用している障害者の数に加えて雇用しなければならない障害者の数である。 

 

 

 

○ 雇用率の算定基礎となる対象労働者数は 983.5 人（対前年比 4.0％（37.5 人）増加） 

○ 雇用されている障害者の数は 26.5 人（対前年比 23.3％（５人）増加） 

○ 実雇用率は 2.69％（前年より 0.42 ポイント増加） 

○ 法定雇用率達成機関の割合は 71.4％（前年から変動なし） 

区 分 
集 計 

企業数 

対 象 労働 者 数

（人） 

雇用障害 

 者数（人） 

実 雇 用 率

（％） 

達成企業の 

割合（％） 

管 内 

６年 37 2,969.0 97.5 3.28 67.6 

５年 30 2,674.0 94.0 3.52 80.0 

北海道 

６年 4,218 684,930.0 18,048.0 2.64 49.5 

５年 3,895 668,944.0 17,255.0 2.58 53.1 

全 国 

６年 117,239 28,162,399.0 677,461.5 2.41 46.0 

５年 108,202 27,523,661.0 642,178.0 2.33 50.1 

民間企業における雇用状況 

地方公共団体における在職状況 



 

 

民間企業については、 

○ 雇用される障害者は着実に増加していますが、32.4％の企業が法定雇用率を未達成であるため、

今後も各企業が法定雇用率を達成するよう、個別訪問による制度の周知・指導を行います。 

○ また、障害者の職業相談、職業紹介、関係機関と連携したチーム支援の充実（同行訪問、ジョ

ブコーチ等を活用した職場適応・職場定着の促進、各種助成金制度の情報提供等）により、障害

者の雇い入れから職場定着までの一貫した支援を行います。 

 

地方公共団体については、 

○ 民間企業に率先垂範して法定雇用率を達成する立場にあることから、法定雇用率の早期達成

に向け、未達成機関に対して個別に訪問指導を実施しています。 

 

 

（ 参 考 ） 
 

◎ 法定雇用率とは 

民間企業、国、地方公共団体は、「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づき、それぞれ以

下の割合（法定雇用率）に相当する数以上の障害者を雇用しなければならないこととされている。 

雇用義務の対象となる障害者は、身体障害者、知的障害者又は精神障害者（精神障害者保健福祉

手帳の交付を受けている者に限る。）である。 

 

 ○ 一般の民間企業 ･･･････････２．５％（令和６年３月まで２．３％） 

 ○ 国、地方公共団体 ･････････２．８％（令和６年３月まで２．６％） 

 

 

※ 重度身体障害者又は重度知的障害者については、その１人の雇用をもって、２人の身体障害

者又は知的障害者を雇用しているものとしてカウントされる。 

 

※ 重度身体障害者又は重度知的障害者である短時間労働者（１週間の所定労働時間が 20 時間

以上 30 時間未満の労働者）については、１人分として、重度以外の身体障害者及び知的障害

者である短時間労働者については、0.5 人分としてカウントされる。 

 

 ※ 精神障害者である短時間労働者については、当分の間、その１人をもって１人分としてカウ

ントされる。 

 

 ※ 重度身体障害者、重度知的障害者又は精神障害者である特定短時間労働者（１週間の所定労

働時間が 10 時間以上 20 時間未満の労働者）については、0.5 人分としてカウントされる。 

 

 

 

ハローワークの取組 


